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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第42期
第１四半期
累計期間

第43期
第１四半期
累計期間

第42期

会計期間

自平成25年
 ４月１日
至平成25年
 ６月30日

自平成26年
 ４月１日
至平成26年
 ６月30日

自平成25年
 ４月１日
至平成26年
 ３月31日

売上高(千円) 1,410,422 1,475,579 5,830,789

経常利益(千円) 95,064 47,021 434,393

四半期(当期)純利益(千円) 54,421 30,711 238,555

持分法を適用した場合の投資利
益(千円)

― ― ―

資本金(千円) 767,955 767,955 767,955

発行済株式総数(株) 8,500,000 8,500,000 8,500,000

純資産額(千円) 3,483,522 3,646,962 3,670,910

総資産額(千円) 8,469,937 9,379,886 9,017,081

１株当たり四半期(当期)純利益
金額(円)

6.47 3.65 28.34

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益金額(円)

― ― ―

１株当たり配当額(円) ― ― 7

自己資本比率(％) 41.1 38.9 40.7
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２  売上高には消費税等は含まれておりません。

３  当社は、関連会社を有していないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりませ

ん。

４  「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」については潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間について、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期累計期間における国内景気は、消費税率が引き上げられた４月以降、駆け込み需要の反動減から一

時的に減速しましたが、経済対策による内需の下支えや雇用環境の改善などを背景として、徐々に回復に向かって

おります。その一方で外需は弱含みで推移しており、輸入が個人消費の落ち込みなどから減少し、輸出も新興国景

気の減速や円安効果の一巡などの影響を受けて低迷しております。

このような経営環境のもとで、当社の「一貫パレチゼーション」の主要顧客である石油化学樹脂関連企業向けレ

ンタルは、消費増税の駆け込み需要後も好調を持続し、前年同四半期の取引額を上回りました。その他一般顧客向

けのレンタル需要も堅調に推移したため、レンタル売上高は全体で増加しました。販売売上高は減少したものの、

当第１四半期累計期間の売上高総額は14億75百万円（前年同四半期比4.6％増）となりました。

費用面につきましては、レンタル需要増に対応したパレット・機器の購入数量の増加や購入単価の上昇による減

価償却費の負担増、並びにパレット運用コストの増加等により、営業費用は14億30百万円（前年同四半期比7.5％

増）となりました。　

この結果、営業利益45百万円（前年同四半期比43.4％減）、経常利益47百万円（前年同四半期比50.5％減）、四

半期純利益30百万円（前年同四半期比43.6％減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（流動資産）

当第１四半期会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末に比べ29百万円増加し、13億81百万円となり

ました。

これは現金及び預金の増加が主な要因であります。　

 

（固定資産）

当第１四半期会計期間末における固定資産の残高は、前事業年度末に比べ３億33百万円増加し、79億98百万円と

なりました。

これは貸与資産の増加が主な要因であります。　

 

（流動負債）

当第１四半期会計期間末における流動負債の残高は、前事業年度末に比べ１億58百万円減少し、31億38百万円と

なりました。

これは一年返済予定の長期借入金の増加はあったものの、買掛金、未払金（「その他」に含む。）及び未払法人

税等の減少が主な要因であります。　
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（固定負債）

当第１四半期会計期間末における固定負債の残高は、前事業年度末に比べ５億45百万円増加し、25億94百万円と

なりました。

これは長期借入金の増加が主な要因であります。　

 

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ23百万円減少し、36億46百万円となりま

した。

これは四半期純利益の計上があったものの、配当による支出があったことが主な要因であります。　

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,500,000 8,500,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
1,000株

計 8,500,000 8,500,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

― 8,500,000 ― 767,955 ― 486,455
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

83,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,413,000
8,413 ―

単元未満株式
普通株式

4,000
― ―

発行済株式総数 8,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,413 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本パレットプール株式会
社

大阪市北区芝田２丁目８番
11号

83,000 ― 83,000 0.98

計 ― 83,000 ― 83,000 0.98
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成26年４月１日から平成26年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 521,377 557,745

  受取手形 20,420 14,018

  レンタル未収金 628,358 637,993

  売掛金 85,886 77,967

  有価証券 10,226 10,227

  その他 86,065 83,989

  貸倒引当金 △224 △221

  流動資産合計 1,352,110 1,381,720

 固定資産   

  有形固定資産   

   貸与資産   

    賃貸用器具（純額） 6,564,242 6,905,775

    貸与資産合計 6,564,242 6,905,775

   社用資産   

    建物（純額） 147,619 144,939

    土地 483,126 483,126

    その他（純額） 115,016 108,667

    社用資産合計 745,762 736,734

   有形固定資産合計 7,310,004 7,642,510

  無形固定資産 91,351 89,771

  投資その他の資産   

   投資有価証券 200,086 206,480

   その他 63,942 59,751

   貸倒引当金 △414 △348

   投資その他の資産合計 263,615 265,883

  固定資産合計 7,664,970 7,998,165

 資産合計 9,017,081 9,379,886

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,031,579 858,217

  短期借入金 1,030,000 1,030,000

  1年内返済予定の長期借入金 788,602 962,024

  リース債務 195,525 196,864

  未払法人税等 93,628 12,379

  引当金 38,334 42,534

  その他 119,453 36,637

  流動負債合計 3,297,122 3,138,658

 固定負債   

  長期借入金 1,393,662 2,004,242

  リース債務 591,096 541,374

  引当金 17,166 14,509

  長期未払金 15,600 1,650

  資産除去債務 31,523 32,488

  固定負債合計 2,049,047 2,594,265

 負債合計 5,346,170 5,732,923
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 767,955 767,955

  資本剰余金 486,455 486,455

  利益剰余金 2,414,698 2,386,493

  自己株式 △17,332 △17,357

  株主資本合計 3,651,775 3,623,545

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 19,135 23,416

  評価・換算差額等合計 19,135 23,416

 純資産合計 3,670,910 3,646,962

負債純資産合計 9,017,081 9,379,886
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 1,410,422 1,475,579

売上原価 1,107,467 1,214,830

売上総利益 302,955 260,748

割賦販売未実現利益繰入額 4,604 392

割賦販売未実現利益戻入額 1,294 825

差引売上総利益 299,645 261,182

販売費及び一般管理費 219,919 216,082

営業利益 79,725 45,099

営業外収益   

 受取利息 9 9

 受取配当金 1,730 1,827

 紛失補償金 26,291 9,753

 その他 3,237 4,431

 営業外収益合計 31,269 16,022

営業外費用   

 支払利息 15,930 14,100

 営業外費用合計 15,930 14,100

経常利益 95,064 47,021

税引前四半期純利益 95,064 47,021

法人税、住民税及び事業税 30,671 9,933

法人税等調整額 9,970 6,375

法人税等合計 40,642 16,309

四半期純利益 54,421 30,711
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

前第１四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 473,652千円
 

 527,338千円
 

 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 58,921 7 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 58,916 7 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入(利用運送事業に伴う収

入)については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形態の単一セグメントであ

り、記載を省略しております。

当第１四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入(利用運送事業に伴う収

入)については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形態の単一セグメントであ

り、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 6円47銭 3円65銭

（算定上の基礎）   

　四半期純利益金額(千円) 54,421 30,711

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 54,421 30,711

　普通株式の期中平均株式数(千株) 8,417 8,416
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月１日

日本パレットプール株式会社

取締役会  御中

有限責任監査法人  トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   辻   内   　　章     ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   生   越   栄 美 子   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本パレット

プール株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第43期事業年度の第１四半期会計期間(平成26年４月１

日から平成26年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本パレットプール株式会社の平成26年６月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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